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Ⅱ 結 果 の 概 要 

１ 学校調査 

(1) 幼稚園 

第１表 幼稚園の主要指標 
単位：園、学級、人、％、ポイント 

 

ア 園数（第１表、第２図、統計表-第１表） 

園数は58園（国立２園、公立15園、私立41園）で、前年度より３園減少（公立２園の

廃止、私立１園の認定こども園への移行）しました。 

イ 学級数（第１表、第２図、統計表-第１表） 

学級数は210学級（国立６学級、公立42学級、私立162学級）で、前年度より19学級減

少しました。 

ウ 園児数（第１表、第１図、第２表、第３図、統計表-第１表） 

園児数は2,338人（男1,199人、女1,139人）で、前年度より330人減少しました。 

設置者別では、国立82人（構成比3.5％）、公立339人（同14.5％）、私立1,917人

（同82.0％）となりました。 

年齢別では、３歳児694人（構成比29.7％）、    第１図 幼稚園の年齢別園児比率 

４歳児768人（同32.8％）、５歳児876人

（同37.5％）となりました。 

１学級当たりの園児数は11.1人で、全国平

均17.2人を6.1人下回りました。 

令和７年 ３月 の修了 者数は 1 , 0 1 4人

（男525人、女489人）で、前年度より67人減

少しました。 

県内の小学校及び義務教育学校第１学年児童数は14,139人で、小学校及び義務教育

学校第１学年児童数に対する幼稚園修了者の比率（就園率）は7.2％となり、前年度

より0.1ポイント低下しました。また、全国平均31.5％を24.3ポイント下回りまし

た。 

エ 教員数（本務者）（第１表、第２表、第２図、第３図、統計表-第２表） 

教員数は478人（男29人、女449人）で、前年度より31人減少しました。 

男女別構成比は男6.1％、女93.9％となっています。 

教員１人当たりの園児数は4.9人で前年度より0.4人減少し、全国平均8.6人を3.7人下

回りました。  
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第２表 幼稚園の園児数、教員数（本務者）の男女別内訳 

単位：人、％、ポイント 

 

 

第２図 園数・本務教員数の推移 ～園数は前年度より３園減少～ 

 

 
第３図 園児数・１学級当たりの園児数・本務教員１人当たりの園児数の推移 

～園児数は昭和54年度をピークに減少傾向～ 

（注）昭和30年度以前の学級数は調査されていません。 
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（２）幼保連携型認定こども園 
第３表 幼保連携型認定こども園の主要指標 

単位：園、学級、人、％、ポイント 

 
ア 園数（第３表、統計表-第３表） 

園数は221園（公立12園、私立209園）で、前年度より７園増加（幼稚園からの移行 

１園、公立１園・私立６園の新設、私立１園の廃園）しました。 

イ 学級数（第３表、統計表-第３表） 

学級数は896学級（公立52学級、私立844学級）で、前年度より６学級増加しました。 

ウ 園児数（第３表、第４図、第４表、統計表-第３表） 

園児数は23,430人（男12,096人、女11,334人） 第４図 幼保連携型認定こども園の年齢別園児比率 

で、前年度より29人減少しました。 

設置者別では、公立1,066人（構成比4.6％）、 

私立22,364人（同95.5％）となりました。 

年齢別では、０～２歳児7,592人（構成

比32.4％）、３歳児5,286人（同22.6％）、４歳

児5,196人（同22.2％）、５歳児5,356人

（同22.9％）となりました。 

１学級当たりの園児数は26.1人で前年度より 

0.2人減少し、全国平均26.9人を0.7人下回りました。 

令和７年３月の修了者数は5,417人（男2,797人、女2,620人）でした。 

県内の小学校及び義務教育学校第１学年児童数は14,139人で、小学校及び義務教育学

校第１学年児童数に対する幼保連携型認定こども園修了者の比率（就園率）は38.3％と

なり、前年度より1.4ポイント上昇しました。また、全国平均23.5％を14.8ポイント上

回りました。 

エ 教育・保育職員数（本務者）（第３表、第４表、統計表-第４表） 

教育・保育職員数は4,722人（男253人、女4,469人）で、前年度より94人増加しました。 

男女別構成比は男5.4％、女94.6％となっています。教育・保育職員１人当たりの

園児数は5.0人で、全国平均5.6人を0.6人下回りました。 

第４表 幼保連携型認定こども園の園児数、教育・保育職員数（本務者）の男女別内訳 
単位：人、％、ポイント 
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区分 園　　数 学 級 数 園 児 数
本務教育・

保育職員数

年度 全　国 全　国 全　国

189 822 23,006 4,071 28.0 28.7 5.7 6.2 31.2 18.6

201 856 23,427 4,409 27.4 28.1 5.3 6.0 33.9 19.8

210 892 23,901 4,536 26.8 27.4 5.3 5.9 35.2 21.1

214 890 23,459 4,628 26.4 27.2 5.1 5.8 37.0 22.2

221 896 23,430 4,722 26.1 26.9 5.0 5.6 38.3 23.5

増減数 7 6 △29 94 △0.2 △0.3 △0.1 △0.2 1.4 1.2

５年度

１学級当たりの

園　　児　　数

教育・保育職員

１人当たりの

園　　児　　数
就　園　率

令和３年度

４年度

６年度

７年度
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（３）小学校 

第５表 小学校の主要指標 

単位：校、学級、人 

 

ア 学校数（第５表、第６表、第５図、統計表-第５表） 

学校数は425校（国立３校、公立本校421校、同分校１校）で、前年度より８校減少

（公立本校３校を廃止して新設１校に統合、公立本校６校を廃止し既存５校に統合）し

ました。 

学校類型別でみると、複式学級のある学校は67校、複式学級のみの学校は12校となり

ました。また、特別支援学級のある学校は400校となりました。 

学級数別でみると、11学級以下の学校が255校（構成比60.0％）となりました。 

小中一貫教育を行う学校は、施設一体型が３校、施設分離型が60校となりました。 

 

（注）  「小中一貫教育を行う学校」には、学校教育法施行規則52条の２に規定する中学校連携型

小学校、同施行規則74条の２に規定する小学校連携型中学校及び同施行規則79条の９に規定

する中学校併設型小学校、小学校併設型中学校が該当し、実態として小中一貫教育を行って

いても、当該施行規則に基づかない学校は該当しません。 

「施設一体型」とは、小中一貫教育を実施する学校について、校舎の全部が一体的に設置

されているものをいいます。 

「施設分離型」とは、小中一貫教育を実施する学校について、隣接していない異なる敷地

に、複数の校舎が分離して設置されているものをいいます。 

 
第６表 小学校の学校数（本校分校別）、類型別・学級数別学校数 

単位：校 

（注）「特別支援学級」とは、学校教育法第81条第２項各号に該当する児童生徒で編制されている学級です。 

  

区分 学 校 数 学 級 数 児 童 数 本務教員数

年度 全　国 全　国 全　国

444 5,390 103,680 8,172 233.5 321.9 19.2 22.8 12.7 14.7

441 5,324 101,894 8,121 231.1 321.0 19.1 22.4 12.5 14.5

436 5,226 99,137 8,035 227.4 318.7 19.0 22.1 12.3 14.3

433 5,136 96,426 7,989 222.7 315.7 18.8 21.7 12.1 14.0

425 5,101 93,356 7,966 219.7 312.4 18.3 21.4 11.7 13.7

増減数 △8 △35 △3,070 △23 △3.0 △3.3 △0.5 △0.4 △0.4 △0.3

４年度

１校当たりの

児　童　数

１学級当たりの

児　　童　　数

教員１人当たりの

児　　童　　数

令和３年度

５年度

６年度

７年度
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イ 学級数（第５表、第７表、第５図、統計表-第５表） 

学級数は5,101学級で、前年度より35学級減少しました。 

収容人員別学級数は、７人以下の学級が1,315学級（構成比25.8％）で最も多くなっ

ています。 

第７表 小学校の収容人員別学級数 
単位：学級、％ 

 

ウ 児童数（第５表、第８表、第６図、統計表-第５表、統計表-第６表） 

児童数は93,356人（男47,727人、女45,629人）で、前年度より3,070人減少しまし

た。うち特別支援学級児童数は6,408人で、前年度より249人増加しました。 

１校当たりの児童数は219.7人で前年度より3.0人減少し、全国平均312.4人を92.7人

下回りました。 

１学級当たりの児童数は18.3人で前年度より0.5人減少し、全国平均21.4人を3.1人

下回りました。 

エ 教員数（本務者）（第５表、第８表、第５図、第６図、統計表-第７表） 

教員数は7,966人（男3,058人、女4,908人）で、前年度より23人減少しました。 

男女別構成比は男38.4％、女61.6％となっています。 

教員１人当たりの児童数は11.7人で前年度より0.4人減少し、全国平均13.7人を2.0人

下回りました。 

 

第８表 小学校の児童数、教員数（本務者）の男女別内訳 
単位：人、％、ポイント 
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第５図 学校数・学級数・本務教員数の推移 

～学校数は71年連続で減少～ 

(注) 一部年度の学級数は公立本科のみの集計であるため、表示していません。 

 

第６図 児童数・１学級当たりの児童数・本務教員１人当たりの児童数の推移 

～児童数は43年連続で減少～

 

(注) 一部年度の学級数は公立本科のみの集計であるため、１学級当たりの児童数は算出していません。
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（４）中学校 
第９表 中学校の主要指標 

単位：校、学級、人 

 

ア 学校数（第９表、第10表、第７図、統計表-第９表） 

学校数は227校（国立３校、公立本校219校、同分校１校、私立４校）で、前年度より

１校減少（公立本校２校を１校に統廃合）しました。 

学校類型別でみると、複式学級のある学校は３校となりました。また、特別支援学級

のある学校は210校となりました。 

学級数別でみると、11学級以下の学校が154校（構成比67.8％）となりました。 

小中一貫教育を行う学校は、施設一体型が３校、施設分離型が26校となりました。 

中高一貫教育を行う学校は、併設型が３校、連携型が１校となりました。 

（注） 小中一貫教育については、（３）小学校のア 学校数の（注）を参照 

「中高一貫教育を行う学校」には、正規の手続を行った学校のみが該当し、実態として中高

一貫教育を行っていても、正規の手続を経ていない学校は該当しません。 

「併設型」とは、学校教育法第71条の規定により、高等学校入学者選抜を行わずに、同一の

設置者による中学校と高等学校を接続する形態をいいます。 

「連携型」とは、学校教育法施行規則第75条及び第87条の規定により、簡易な高等学校入学

選抜を行い、同一又は異なる設置者による中学校と高等学校を接続する形態をいいます。 

 

 

第10表 中学校の学校数（本校分校別）、類型別・学級数別学校数 
単位：校 
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イ 学級数（第９表、第11表、第７図、統計表-第９表） 

学級数は2,241学級で、前年度より20学級増加しました。 

収容人員別学級数は、31～35人の学級が641学級（構成比28.6％）で最も多くなっていま

す。 

第11表 中学校の収容人員別学級数 
単位：学級、％ 

 

ウ 生徒数（第９表、第12表、第８図、統計表-第９表、統計表-第10表） 

生徒数は50,770人（男26,217人、女24,553人）で、前年度より703人減少しました。

うち特別支援学級生徒数は2,537人で、前年度より175人増加しました。 

１校当たりの生徒数は223.7人で前年度より2.1人の減少となり、全国平均316.0人

を92.3人下回りました。 

１学級当たりの生徒数は22.7人で前年度より0.5人減少し、全国平均26.0人を3.4人下

回りました。 

エ 教員数（本務者）（第９表、第12表、第７図、第８図、統計表-第11表） 

教員数は4,666人（男2,621人、女2,045人）で、前年度より20人増加しました。 

男女別構成比は男56.2％、女43.8％となっています。 

教員１人当たりの生徒数は10.9人で、全国平均12.6人を1.7人下回りました。 

 

第12表 中学校の生徒数、教員数（本務者）の男女別内訳 
単位：人、％、ポイント 

 

  

区分

年度

2,274 466 76 98 199 618 732 82 3 -

2,246 495 51 99 185 625 708 78 5 -

2,239 496 59 97 205 575 725 76 6 -

2,221 516 51 103 201 559 696 94 1 -

2,241 544 58 105 209 603 641 81 - -

構成比 100.0 24.3 2.6 4.7 9.3 26.9 28.6 3.6 - -

５年度

６年度

７年度

31～35人 36～40人 41～45人 46人以上

令和３年度

４年度

計 ７人以下 ８～12人 13～20人 21～25人 26～30人
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第７図 学校数・学級数・本務教員数の推移 

～教員数は５年ぶりに増加～ 

 (注) 一部年度の学級数は公立本科のみの集計であるため、表示していません。 

 

 

 

第８図 生徒数・１学級当たりの生徒数・本務教員１人当たりの生徒数の推移 

～生徒数は４年連続減少～ 
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（５）義務教育学校 
第13表 義務教育学校の主要指標 

単位：校、学級、人 

 

ア 学校数（第13表、統計表-第13表） 

学校数は１校で、前年度と同数となりました。 

イ 学級数（第13表、統計表-第13表） 

学級数は33学級で、前年度より１学級減少しました。 

ウ 児童生徒数（第13表、第14表、統計表-第14表） 

児童生徒数は766人（男403人、女363人）で、前年度より17人減少しました。 

うち特別支援学級児童生徒数は46人で、前年度と同数となりました。 

１校当たりの児童生徒数は766.0人で前年度より17.0人減少し、全国平均333.0人

を433.0人上回りました。 

１学級当たりの児童生徒数は23.2人で前年度より0.2人増加し、全国平均18.3人

を4.9人上回りました。 

エ 教員数（本務者）（第13表、第14表、統計表-第15表） 

教員数は57人（男26人、女31人）で、前年度と同数となりました。 

男女別構成比は男45.6％、女54.4％となっています。 

教員１人当たりの児童生徒数は13.4人で前年度より0.3人減少し、全国平均9.6人

を3.9人上回りました。 

 
第14表 義務教育学校の児童生徒数、教員数（本務者）の男女別内訳 

 単位：人、％、ポイント 
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（６）高等学校（通信制を除く） 

第15表 高等学校の主要指標 
単位：校、学級、人 

 
ア 学校数（第15表、第10図、統計表-第17表、統計表-第20表） 

学校数は99校（公立本校82校、同分校１校、私立16校）で、前年度より１校減少となりま

した。 

課程別では、全日制独立校89校、定時制独立校９校、全日制と定時制の両方を設置し

ている併置校が１校となりました。また、専攻科のある学校は１校となりました。 

中高一貫教育を行う学校は、併設型が３校、連携型が１校となりました。 

（注）中高一貫教育については、（４）中学校のア 学校数の（注）を参照 

イ 学級数（公立本科のみの集計）（第15表、第10図、統計表-第20表） 

学級数は981学級で、前年度より36学級減少しました。 

ウ 生徒数（第15表、第９図、第16表、第11図、統計表-第18表、統計表-第19表、統計表

-第20表、統計表-第21表） 

生徒数は47,489人（男24,799人、女22,690人）で、前年度より1,076人減少しまし

た。うち本科の生徒数は47,414人、専攻科の生徒数は75人となりました。 

課程別では全日制が45,967人（本科45,892人、専攻科75人）で前年度より1,073人減

少し、定時制が1,522人（本科のみ）で前年度より３人減少しました。 

本科の生徒数を学科別にみると、普通科が34,109人（構成比71.9％）で最も多く、次

いで総合学科3,725人（同7.9％）、工業科3,475人（同7.3％）、商業科2,246人

（同4.7％）、農業科1,824人（同3.8％）等となりました。 

第９図 高等学校の学科別生徒数（本科） 

 

区分 学 級 数 生 徒 数 本務教員数

年度
うち専攻科の

ある学校数
全　国

101 1 1,074 51,594 3,930 13.1 13.3

101 1 1,050 50,345 3,866 13.0 13.2

101 1 1,028 49,151 3,784 13.0 13.1

100 1 1,017 48,565 3,780 12.8 13.0

99 1 981 47,489 3,708 12.8 13.0

増減数 △1 - △36 △1,076 △72 △0.0 △0.1

　　 (注)　学級数は公立本科のみの集計です。

教員１人当たりの
生　　徒　　数

４年度

５年度

６年度

７年度

学　校　数

令和３年度
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第16表 高等学校の生徒数 
単位：人、％、ポイント 

エ 教員数（本務者）（第15表、第17表、第10図、第11図、統計表-第22表） 

教員数は3,708人（男2,491人、女1,217人）で、前年度より72人減少しました。 

男女別構成比は男67.2％、女32.8％となっています。 

うち全日制の教員数は3,468人で前年度より75人減少し、定時制の教員数は240人で前

年度より３人増加しました。 

教員１人当たりの生徒数は12.8人で、全国平均13.0人を0.2人下回りました。 

第17表 高等学校の教員数（本務者） 
単位：人、％、ポイント 

オ 入学者数（本科）（第18表、統計表-第19表） 

入学者数は15,863人（男8,159人、女7,704人）で、前年度より539人減少しました。 

うち全日制への入学者数は15,351人で前年度より545人減少し、定時制への入学者数

は512人で前年度より６人増加しました。 

第18表 高等学校の入学者数 
単位：人 

  

区分

年度 計

51,594 26,432 ( 51.2 ) 25,162 ( 48.8 ) 50,027 ( 97.0 ) 1,567 ( 3.0 )

50,345 25,758 ( 51.2 ) 24,587 ( 48.8 ) 48,832 ( 97.0 ) 1,513 ( 3.0 )

49,151 25,373 ( 51.6 ) 23,778 ( 48.4 ) 47,648 ( 96.9 ) 1,503 ( 3.1 )

48,565 25,403 ( 52.3 ) 23,162 ( 47.7 ) 47,040 ( 96.9 ) 1,525 ( 3.1 )

47,489 24,799 ( 52.2 ) 22,690 ( 47.8 ) 45,967 ( 96.8 ) 1,522 ( 3.2 )

増減数 △1,076 △604 ( △0.1) △472 ( 0.1 ) △1,073 ( △0.1 ) △3 ( 0.1 )

　　　（注）　 （   )内は構成比、令和６年度と７年度の構成比の増減を示します。

令和３年度

４年度

５年度

６年度

７年度

男 女 全　日　制 定　時　制

（再　　掲）

区分

年度 計

3,930 2,682 ( 68.2 ) 1,248 ( 31.8 ) 3,692 ( 93.9 ) 238 ( 6.1 )

3,866 2,631 ( 68.1 ) 1,235 ( 31.9 ) 3,627 ( 93.8 ) 239 ( 6.2 )

3,784 2,557 ( 67.6 ) 1,227 ( 32.4 ) 3,545 ( 93.7 ) 239 ( 6.3 )

3,780 2,557 ( 67.6 ) 1,223 ( 32.4 ) 3,543 ( 93.7 ) 237 ( 6.3 )

3,708 2,491 ( 67.2 ) 1,217 ( 32.8 ) 3,468 ( 93.5 ) 240 ( 6.5 )

増減数 △72 △66 ( △0.5 ) △6 ( 0.5 ) △75 ( △0.2 ) 3 ( 0.2 )

　　　（注）　 （   )内は構成比、令和６年度と７年度の構成比の増減を示します。

令和３年度

４年度

５年度

６年度

７年度

（再　　掲）

男 女 全　日　制 定　時　制

区分

年度 計 男 女 全　日　制 定　時　制

16,833 8,607 8,226 16,364 469

17,149 8,766 8,383 16,646 503

16,668 8,752 7,916 16,144 524

16,402 8,626 7,776 15,896 506

15,863 8,159 7,704 15,351 512

増減数 △539 △467 △72 △545 6

７年度

（再　　掲）

令和３年度

４年度

５年度

６年度
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第10図 学校数・学級数（公立本科のみの集計）・本務教員数の推移 

～教員数は平成７年度をピークに減少傾向～ 

 

第11図 生徒数・本務教員１人当たりの生徒数の推移 

～生徒数は35年連続で減少～ 

 
（７）中等教育学校 

 
第19表 中等教育学校の主要指標 

単位：校、人、％、ポイント 

  

区分

年度 前期課程 後期課程

7 3,127 1,677 1,450 1,268 ( 40.6 ) 1,859 ( 59.4 ) 259 166 ( 64.1 ) 93 ( 35.9 )

7 3,081 1,614 1,467 1,254 ( 40.7 ) 1,827 ( 59.3 ) 252 161 ( 63.9 ) 91 ( 36.1 )

7 3,022 1,571 1,451 1,221 ( 40.4 ) 1,801 ( 59.6 ) 246 149 ( 60.6 ) 97 ( 39.4 )

7 2,917 1,484 1,433 1,181 ( 40.5 ) 1,736 ( 59.5 ) 244 151 ( 61.9 ) 93 ( 38.1 )

7 2,782 1,418 1,364 1,110 ( 39.9 ) 1,672 ( 60.1 ) 246 154 ( 62.6 ) 92 ( 37.4 )

増減数 - △135 △66 △69 △71 ( △0.6 ) △64 ( 0.6 ) 2 3 ( 0.7 ) △1 ( △0.7 )

　　　（注）　 （   )内は構成比、令和６年度と７年度の構成比の増減を示します。

学校数

生　　徒　　数 教　　員　　数　（本　務　者）

男 女 計 男 女
計

令和３年度

４年度

５年度

６年度

７年度
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ア 学校数（第19表、統計表-第24表） 

学校数は７校（公立本校７校）で、前年度と同数となりました。 

イ 生徒数（第19表、統計表-第25表） 

生徒数は2,782人（男1,110人、女1,672人）で、前年度より135人減少しました。うち

前期課程の生徒数は1,418人（男562人、女856人）で前年度より66人減少し、後期課程

の生徒数は1,364人（男548人、女816人）で前年度より69人減少しました。 

ウ 教員数（本務者）（第19表、統計表-第26表） 

教員数は246人（男154人、女92人）で、前年度より２人増加しました。 

男女別構成比は男62.6％、女37.4％となっています。 

 

（８）特別支援学校 

第20表 特別支援学校の主要指標 
単位：校、人、％、ポイント 

 

ア 学校数（第20表、統計表-第28表） 

学校数は39校（国立１校、公立本校30校、同分校８校）で、前年度より１校増加とな

りました。 

イ 在学者数（第20表、第12図、統計表-第29表）    第12図 特別支援学校の 

在学者数は2,688人（男1,826人、女862人）        通学状況別在学者数 

で、前年度より15人減少しました。 

在学者数を通学状況別にみると、家庭から通学 

している者が2,341人（構成比87.1％）で最も多 

く、次いで寄宿舎241人（同9.0％）、児童福祉施 

設67人（同2.5％）、国立療養所重心病棟７人 

（同0.3％）、その他の医療機関32人（同1.2％） 

となりました。 

ウ 教員数（本務者）（第20表、統計表-第30表） 

教員数は1,704人（男580人、女1,124人）で、 

前年度より５人増加しました。 

男女別構成比は男34.0％、女66.0％となって 

います。 
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（９）専修学校 
第21表 専修学校の主要指標 

単位：校、人、％、ポイント 

ア 学校数（第21表、統計表-第32表） 

学校数は82校（公立４校、私立78校）で、前年度より１校減小となりました。 

イ 生徒数（第21表、第13図、統計表-第32表、統計表-第33表） 

生徒数は14,148人（男6,484人、女7,664人）で、前年度より369人減少しました。う

ち高等課程の生徒数は147人（男98人、女49人）で前年度より１人減少、専門課程の生

徒数は13,703人（男6,176人、女7,527人）で407人減少、一般課程の生徒数は298人

（男210人、女88人）で39人増加しました。 

生徒数を分野別にみると、「文化・教養関係」が 

4,056人（構成比28.7％）で最も多く、次いで「工業 

関係」2,719人（同19.2％）、「医療関係」2,623人 

（同18.5％）、「衛生関係」1,862人（同13.2％）、 

「教育・社会福祉関係」1,355人（同9.6％）、「商業 

実務関係」1,100人（同7.8％）、「農業関係」261人（同 

1.8％）、「服飾・家政関係」172人（同1.2％）となり 

ました。 

ウ 教員数（本務者）（第21表、統計表-第32表） 

教員数は978人（男490人、女488人）で、前

年度より25人減少しました。 

エ 入学者数（第22表、統計表-第34表） 

 入学者数は6,309人（男2,950人、女3,359人）で、前年度より45人減少しました。うち

令和７年３月に中学校等を卒業した者は57人、高等学校等を卒業した者は4,824人となりま

した。 

オ 卒業者数（前年度間卒業者）（第22表、統計表-第34表） 

令和６年度間の卒業者数は6,210人（男2,830人、女3,380人）で、前年度より182人減

少しました。うち関係分野に就職した者は4,435人、その他の分野に就職した者は545人

となりました。 

  

第13図 専修学校の分野別生徒数

 

区分

年度 計 計

84 14,856 6,659 ( 44.8 ) 8,197 ( 55.2 ) 998 504 ( 50.5 ) 494 ( 49.5 )

84 15,421 6,991 ( 45.3 ) 8,430 ( 54.7 ) 992 502 ( 50.6 ) 490 ( 49.4 )

83 15,082 6,768 ( 44.9 ) 8,314 ( 55.1 ) 1,021 504 ( 49.4 ) 517 ( 50.6 )

83 14,517 6,591 ( 45.4 ) 7,926 ( 54.6 ) 1,003 498 ( 49.7 ) 505 ( 50.3 )

82 14,148 6,484 ( 45.8 ) 7,664 ( 54.2 ) 978 490 ( 50.1 ) 488 ( 49.9 )

増減数 △1 △369 △107 ( 0.4 ) △262 (△0.4 ) △25 △8 ( 0.5 ) △17 ( △0.5 )

　　　（注）　 （   )内は構成比、令和６年度と７年度の構成比の増減を示します。

令和３年度

４年度

５年度

６年度

７年度

学校数
生　　徒　　数 教　　員　　数　（本　務　者）

男 女 男 女
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第22表 専修学校の入学者数及び卒業者数 
単位：校、人、％、ポイント 

 

（10）各種学校 
第23表 各種学校の主要指標 

単位：校、人、％、ポイント 

 

ア 学校数（第23表、統計表-第35表） 

学校数は５校（私立５校）で、前年度と同数となりました。 

イ 生徒数（第23表、統計表-第35表） 

生徒数は134人（男59人、女75人）で、前年度より35人増加しました。 

ウ 教員数（本務者）（第23表、統計表-第35表） 

教員数は15人（男10人、女５人）で、前年度と同数となりました。 

エ 入学者数（第23表、統計表-第35表） 

入学者数は80人（男35人、女45人）で、前年度より18人増加しました。 

オ 卒業者数（前年度間卒業者）（第23表、統計表-第35表） 

令和６年度間の卒業者数は97人（男29人、女68人）で、前年度より19人増加しまし

た。 
 

２ 学校通信教育調査（高等学校） 

第24表 高等学校（通信制）の主要指標 
単位：校、人、％、ポイント 
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ア 学校数（第24表、統計表-第36表） 

学校数は７校（公立２校、私立５校）で、前年度より１校増加しました。 

イ 生徒数（定時制課程からの併修者を除く）（第24表、統計表-第36表） 

生徒数は3,813人（男1,781人、女2,032人）で、前年度より245人増加しました。 

ウ 教員数（本務者）（第24表、統計表-第36表） 

教員数は126人（男84人、女42人）で、前年度より17人増加しました。 

エ 入学者数（本科）（第24表、統計表-第36表） 

入学者数は1,070人（男501人、女569人）で、前年度より20人増加しました。 

オ 退学者数（本科）（第24表、統計表-第36表） 

令和６年度間の退学者数は128人（男61人、女67人）で、前年度と同数となりまし

た。 

 

３ 不就学学齢児童生徒調査（第25表、統計表-第37表） 

ア 就学免除者 

就学免除者は35人で、前年より２人増加しました。 

イ 就学猶予者 

就学猶予者は２人で、前年より１人増加しました。 

ウ １年以上居所不明者数 

１年以上居所不明者数は２人で、前年より１人増加しました。 

エ 学齢児童生徒死亡者数（前年度間） 

令和６年度間の学齢児童生徒死亡者数は11人で、前年度より１人増加しました。 

第25表 不就学学齢児童生徒数 
単位：人 

（注）「就学免除者」及び「就学猶予者」とは、学校教育法第18条に該当し、病弱、発育不完全その他やむを得ない

事由のため、その保護者が市町村教育委員会から就学の義務を免除又は猶予されている者です。 

 

４ 学校施設調査（幼保連携型認定こども園、専修学校及び各種学校以外は私立のみの集計） 

ア 学校建物面積（統計表-第38表） 

幼保連携型認定こども園、高等学校は前年度より増加し、幼稚園、専修学校は前年

度より減少しました。 

イ 学校土地面積（統計表-第39表） 

幼保連携型認定こども園、高等学校は前年度より増加し、幼稚園、専修学校は前年

度より減少しました。 
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５ 卒業後の状況調査 

（１）中学校卒業者 

ア 卒業者数（第26表、統計表-第40表） 

令和７年３月の中学校卒業者数は17,186人（男8,747人、女8,439人）で、前年度よ

り514人減少しました。 

イ 卒業者の状況（第26表、統計表-第40表） 

卒業者を状況別にみると、「高等学校等進学者」17,114人（構成比99.6％)、「専修

学校(高等課程）進学者」３人（同0.0％）、「専修学校(一般課程）等入学者」０

人、「公共職業能力開発施設等入学者」２人（同0.0％）、「就職者等（左記(A)～(D)

を除く）」５人（同0.0％）、「上記以外の者」61人（0.4％）となりました。 

第26表 状況別卒業者数（中学校） 

 単位：人、％、ポイント 

(注)１ 「高等学校等進学者」とは、高等学校（全日制、定時制及び通信制）、中等教育学校後期課程、高等専門学

校、特別支援学校高等部へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

２ 「専修学校（高等課程）進学者とは、専修学校の高等課程（中学卒業程度を入学資格とする課程）へ進学した

者及び進学しかつ就職した者です。 

３ 「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程又は各種学校（予備校等）に入学した者及び入

学しかつ就職した者です。 

４ 「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等（海上技術学校や准看護師学校養成所など

学校教育法以外の法令に基づいて設置された教育訓練機関含む）に入学した者及び入学しかつ就職した者です。 

５ 「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として従事する者で

す。 

６ 「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者です。 

７ 「有期雇用労働者」とは、契約期間が１か月以上で期間の定めのある者です。 

８ 「臨時労働者」とは、雇用契約期間が１か月未満で期間の定めのある者です。 

９ 「上記（A）～（E）以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の学校に入学した者、無認可の予備

校、私塾等に進学した者等、他の項目に該当しない者です。また、 就職・進学の状況が不明の者を含みます。 

10 「卒業者に占める就職者の割合」とは、「卒業者総数」のうち「就職者総数」の占める比率です。 

  

区分

各年３月

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

うち雇用契約期間

が一年以上、かつ

フルタイム勤務相

当の者(c)

17,702 100.0 17,631 99.6 2 0.0 1 0.0 3 0.0 9 0.1 3 3 2 2 1

18,192 100.0 18,125 99.6 2 0.0 1 0.0 2 0.0 13 0.1 2 7 - - 4

17,802 100.0 17,725 99.6 1 0.0 1 0.0 1 0.0 7 0.0 3 2 - - 2

17,700 100.0 17,609 99.5 1 0.0 3 0.0 1 0.0 11 0.1 6 4 - - 1

17,186 100.0 17,114 99.6 3 0.0 - - 2 0.0 5 0.0 3 1 1 1 -

増減数 △514 △495 0.1 2 0.0 △3 △0.0 1 0.0 △6 △0.0 △3 1 1 △1

つづき 単位：人、％、ポイント

区分

各年３月

構成比 構成比

(A)～(D)の

うち就職し

ている者

(d)

全国 全国 全国

56 0.3 - - 13 5 99.6 98.9 0.0 0.3 0.1 0.2

48 0.3 1 0.0 13 4 99.6 98.8 0.0 0.3 0.1 0.1

66 0.4 1 0.0 10 5 99.6 98.7 0.0 0.3 0.1 0.2

74 0.4 1 0.0 17 7 99.5 98.6 0.0 0.3 0.1 0.2

61 0.4 1 0.0 7 2 99.6 98.6 0.0 0.3 0.0 0.2

増減数 △13 △0.1 - 0.0 △10 △5 0.0 △0.0 0.0

△3

卒業者に占める

就職者の割合

△0.10.00.1

高等学校等

進学率

専修学校
（高等課程）

進学率

無期雇用

労働者

(b)

有期雇用労働者
臨時

労働者

卒業者数
高等学校等

進学者(A)

専修学校
（高等課程）

進学者(B)

専修学校
（一般課程）

等入学者(C)

公共職業能力
開発施設等

入学者(D)

就職者等(E)(左記(A)～(D)を除く)

常用労働者
計

自営業主

等

(a)

４年

令和３年

就職者総数

((a),(b),(c),(d))

７年

５年

６年

不詳・死亡の者
上記(A)～(E)

以外の者

７年

令和３年

４年

５年

６年
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ウ 高等学校等進学者（第 26 表、統計表-第 40 表、統計表-第 41 表） 

高等学校等進学者は17,114人（男8,714人、女8,400人）で、前年度より495人減少しまし

た。 

高等学校等進学率は99.6％（男99.6％、女99.5％）で前年度より0.1ポイント上昇

し、全国平均98.6％を1.0ポイント上回りました。 

エ 就職状況（第26表、第27表、第28表、統計表-第40表、統計表-第42表） 

就職者総数は7人（男7人）で、前年度より10人減少しました。 

卒業者に占める就職者の割合は0.0％（男0.1％、女－）で、全国平均0.2％を0.1ポ

イント下回りました。 

就職者総数を産業別にみると、「第１次産業」１人（構成比14.3％）、「第２次産

業」１人（構成比14.3％）「第３次産業」４人（同57.1％）、「左記以外のもの」１

人（同14.3％）となりました。 

県外へ就職した者は３人で、就職者総数の42.9％を占めており、前年度より10.1ポ

イント低下しました。 

 
第27表 産業別就職者数（中学校） 

単位：人、％、ポイント 

（注）１ 「第１次産業」とは、日本標準産業分類において「農業、林業」、「漁業」に分類されるものです。 

２ 「第２次産業」とは、日本標準産業分類において「鉱業、採石業、砂利採取業」、「建設業」、「製造
業」に分類されるものです。 

３ 「第３次産業」とは、日本標準産業分類において「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信

業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「金融業、保険業」、「不動産業、物品賃貸業」、「学
術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教
育、学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないも

の）」、「公務（他に分類されるものを除く）」に分類されるものです。 
４ 「左記以外のもの」とは、日本標準産業分類において「分類不能の産業」に分類されるもの及び就職先の

産業別が不明の者です。 

 
 

第28表 県内・県外別就職者数（中学校） 
単位：人、％、ポイント 

  

区分

構成比 構成比 構成比

13 100.0 6 46.2 7 53.8

13 100.0 8 61.5 5 38.5

10 100.0 5 50.0 5 50.0

17 100.0 8 47.1 9 52.9

7 100.0 4 57.1 3 42.9

増減数 △10 △4 10.1 △6 △10.1

県外

６年

７年

５年

県内就職者総数

４年

令和３年

各年３月

区分

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

13 100.0 2     15.4   3 23.1 7 53.8 1     7.7    

13 100.0 1 7.7 4 30.8 8 61.5 -     -     

10 100.0 1     10.0   - 0.0 7 70.0 2     20.0   

17 100.0 1     5.9    4 23.5   11 64.7 1     5.9    

7 100.0 1     14.3   1 14.3 4 57.1 1     14.3   

増減数 △10 - 8.4 △3 △9.2 △7 △7.6 - 8.4

第３次産業 左記以外のもの

６年

７年

５年

第１次産業就職者総数

４年

令和３年

第２次産業

各年３月
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（２）義務教育学校卒業者 

ア 卒業者数（統計表-第43表） 

令和７年３月の義務教育学校卒業者数は88人（男45人、女43人）となりました。 

イ 卒業者の状況（統計表-第43表） 

卒業者を状況別にみると、「高等学校等進学者」88人（構成比100.0％)となりまし

た。 

 

（３）高等学校卒業者 

ア 卒業者数（第29表、統計表-第44表） 

令和７年３月の高等学校卒業者数は15,754人（男8,145人、女7,609人）で、前年度

より175人増加しました。 

イ 卒業者の状況（第29表、統計表-第44表） 

卒業者を状況別にみると、「大学等進学者」8,694人（構成比55.2％）、「専修学

校（専門課程）進学者」3,706人（同23.5％）、「専修学校（一般課程）等入学

者」224人（同1.4％）、「公共職業能力開発施設等入学者」110人（同0.7％）、「就

職者等（左記(A)～(D)を除く）」2,499人（同15.9％）、「上記以外の者」519人

（同3.3％）となりました。 

第29表 状況別卒業者数（高等学校） 
単位：人、％、ポイント 

 
（注）１ 「大学等進学者」とは、大学・短期大学（通信教育部(正規の課程)を含む）、放送大学（全科履修 

生）、高等学校（専攻科）及び特別支援学校（専攻科）へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

２ 「専修学校（専門課程）進学者」とは、専修学校の専門課程（高等学校卒業程度を入学資格とする 

課程で通常、専門学校と称する。）へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

３ 「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程及び高等課程又は各種学校（予備校 

等）に入学した者及び入学しかつ就職した者です。 

４ 「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等(看護師学校養成所、海技大学校 

及び水産大学校など学校教育法以外の法令に基づいて設置された教育訓練機関含む)に入学した者及び 

入学しかつ就職した者です。 

５ 「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として従事 

する者です。 

６ 「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者です。 

７ 「有期雇用労働者」とは、雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者です。 

８ 「臨時労働者」とは、雇用契約期間が１か月未満で期間の定めのある者です。 

９ 「上記（A）～（E）以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の学校に入学した者、無認可の 

予備校、私塾等に進学した者等です。また、就職・進学の状況が不明の者を含みます。  

10 「卒業者に占める就職者の割合」とは、「卒業者総数」のうち「就職者総数」の占める比率です。 

区分

17,158 100.0 8,395 48.9 4,830 28.2 337 2.0 142 0.8 2,903 16.9 16 2,855 3 1 29

17,172 100.0 8,750 51.0 4,690 27.3 324 1.9 173 1.0 2,741 16.0 23 2,689 9 5 20

16,473 100.0 8,733 53.0 4,364 26.5 241 1.5 122 0.7 2,420 14.7 21 2,394 2 - 3

15,579 100.0 8,428 54.1 3,835 24.6 226 1.5 96 0.6 2,440 15.7 57 2,367 11 7 5

15,754 100.0 8,694 55.2 3,706 23.5 224 1.4 110 0.7 2,499 15.9 49 2,425 22 17 3

増減数 175 266 1.1 △129 △1.1 △2 △0.0 14 0.1 59 0.2 △8 58 11 10 △2

つづき 単位：人、％、ポイント

区分

構成比 構成比

(A)～(D)

のうち就

職してい

る者(d)

全国 全国 全国

551 3.2 - - 2,873 1 48.9 57.4 28.2 17.3 16.7 15.7

494 2.9 - - 2,717 - 51.0 59.5 27.3 16.8 15.8 14.7

593 3.6 - - 2,416 1 53.0 60.8 26.5 16.2 14.7 14.2

554 3.6 - - 2,431 - 54.1 61.9 24.6 15.5 15.6 14.0

519 3.3 2 0 2,491 - 55.2 62.6 23.5 14.8 15.8 13.7

増減数 △35 △0.3 2 0.0 60 - 1.1 0.7 △1.1 △0.7 0.2 △0.3

各年３月

卒業者数
大学等

進学者(A)

専修学校

（専門課程）

進学者(B)

専修学校

（一般課程）

等入学者(C)

公共職業能力

開発施設等

入学者(D)

就職者等(E)(左記(A)～(D)を除く)

自営業

主等

(a)

５年

６年

卒業者に占める

就職者の割合

構成比構成比

各年３月

臨時

労働者無期雇用労

働者(b)

有期雇用労働者
うち雇用契約期

間が一年以上、

かつフルタイム

勤務相当の者

(c)

計

構成比

常用労働者

７年

上記(A)～(E)以外の

者

不詳・

死亡の者

構成比構成比

令和３年

４年

就職者総数

((a),(b),(c),(d))

大学等

進学率

専修学校

（専門課程）

進学率

７年

令和３年

４年

５年

６年

構成比
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ウ 大学等進学者（第29表、第30表、第31表、統計表-第44表、統計表-第45表） 

大学等進学者は8,694人（男4,442人、女4,252人）で、前年度より266人増加しまし

た。 

大学等進学率は55.2％（男54.5％、女55.9％）で、前年度より1.1ポイント上昇

し、全国平均62.6％を7.5ポイント下回りました。 

大学等進学者を進学先別にみると、「大学（学部）」8,052人(全卒業者数

の51.1％）、「短期大学（本科）」544人（同3.5％）等となりました。 

令和７年３月に高等学校を卒業した者のうち、「大学（学部）」への入学を志願し

た者は8,486人、志願率は53.9％で前年度より1.3ポイント上昇しました。また、「短

期大学（本科）」への入学を志願した者は544人、志願率は3.5％で前年度より0.0ポ

イント低下しました。 

 
第30表 大学等進学者の進学先別内訳（高等学校） 

単位：人、％、ポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第31表 大学（学部）・短期大学（本科）への入学志願者数（高等学校） 
単位：人、％、ポイント 

 

エ 専修学校（専門課程）進学者（第29表、統計表-第44表） 

専修学校（専門課程）進学者は3,706人（男1,511人、女2,195人）で、前年度よ

り129人減少しました。 

専修学校（専門課程）進学率は23.5％（男18.6％、女28.8％）で、前年度よ

り1.1ポイント低下し、全国平均14.8％を8.7ポイント上回りました。 

  

区分

全卒業者数

に占める比率

全卒業者数

に占める比率

7,529 43.9 717 4.2 112 -       37 -       

7,935 46.2 646 3.8 126 1       42 -       

8,033 48.8 571 3.5 95 - 34 -       

7,788 50.0 544 3.5 67 - 29 -       

8,052 51.1 544 3.5 50 -       48 -       

増減数 264 1.1 - △0.0 △17 - 19 -

大学・短期

大学(別科)

高等学校

（専攻科）

特別支援

学　　校

（専攻科）

６年

大学・短期

大学の通信

教　育　部

７年

５年

短　期　大　学

（本　　科）

大　　　学

（学　　部）

４年

令和３年

各年３月

区分

志 願 率 志 願 率

8,319 48.5 723 4.2 497 6 50 -

8,721 50.8 651 3.8 395 2 75 1

8,454 51.3 573 3.5 352 - 64 1

8,187 52.6 544 3.5 326 5 70 1

8,486 53.9 544 3.5 266 3 58 1

増減数 299 1.3 - △0.0 △60 △2 △12 -

７年

５年

４年

令和３年

本 年 ３ 月 卒 業 者

（現　　　役）

大　　学　（学　部） 短 期 大 学 （本 科）

６年

各年３月

前 年 ３ 月 卒 業 者

（１　　　浪）

前々年３月以前卒業者

（２ 浪 以 上）

大　学

（学 部）

短期大学

（本 科）

大　学

（学 部）

短期大学

（本 科）
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オ 就職状況（第29表、第14図、第15図、第32表、第33表、統計表-第44表、統計表-

第46表、統計表-第47表、統計表-第48表） 

就職者総数は2,491人（男1,631人、女860人）で、前年度より60人増加しました。 

卒業者に占める就職者の割合は15.8％（男20.0％、女11.3％）で、前年度より0.2ポ

イント上昇し、全国平均13.7％を2.1ポイント上回りました。 

就職者総数を産業別にみると、「製造業」が1,044人（構成比41.9％）で最も多

く、次いで「建設業」364人（同14.6％）、「卸売業、小売業」220人（同8.8％）「公

務（他に分類されるものを除く）」200人（同8.0％）、「運輸業、郵便業」101人

（同4.1％）、宿泊業、飲食サービス業」96人（同3.9％）、「生活関連サービス業、娯

楽業」95人（同3.8％）、「サービス業（他に分類されないもの）」72人（同2.9％）

「医療、福祉」59人（同2.4％）、「電気・ガス・熱供給・水道業」58人（同2.3％）等

となりました。 

 

第14図 産業別就職者数（高等学校） 

 

就職者総数を職業別にみると、「生産工程従事者」が1,004人（構成比40.3％）で最

も多く、次いで「サービス職業従事者」240人（同9.6％）、「事務従事者」232人

（同9.3％）、「専門的・技術的職業従事者」223人（同9.0％）「建設・採掘従事

者」219人（同8.8％）、「販売従事者」152人（同6.1％）、「保安職業従事者」117人

（同4.7％）、「輸送・機械運転従事者」96人（同3.9％）「運搬・清掃等従事者」92人

（同3.7％）、「農林漁業従事者」19人（同0.8％）等となりました。 

  

製造業

1,044人（41.9%）

建設業

364人（14.6%）
卸売業，小売業

220人（8.8％）

公務（他に分類される

ものを除く）

200人（8.0%）

運輸業、郵便業

101人（4.1%）

宿泊業，飲食サービス業

96人（3.9%）

生活関連サービス業、

娯楽業

95人（3.8%）

サービス業（他に分類さ

れないもの）

72人（2.9%）

医療、福祉

59人（2.4%）

電気・ガス・熱供給・水道業

58人（2.3%）

就職者総数

2,491人

複合サービス事業 56人(2.2%)
学術研究、専門・技術サービス業 38人(1.5%）
鉱業、採石業、砂利採取業 17人(0.7%)
金融業、保険業 14人(0.6%)
農業、林業 13人(0.5%)
情報通信業 9人(0.4%)
不動産業、物品賃貸業 6人（0.2％）
教育、学習支援業 4人(0.2%)
漁業 1人（0.0％）
その他 24人(1.0%)
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第15図 職業別就職者数（高等学校） 

 

新潟県から他都道府県へ就職した者は279人で前年度より19人増加し、就職者総

数に占める割合は11.2％で前年度より0.5ポイント増加しました。県外就職者のう

ち、関東への就職者は190人（構成比68.1％）で、そのうち東京圏への就職者

は179人（同64.2％）となりました。 

第32表 県内・県外別就職者数（高等学校） 
単位：人、％、ポイント 

 

第33表 県外就職者数の関東・東京圏への就職者数（高等学校） 
単位：人、％、ポイント  
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（４）高等学校（通信制）卒業者 

ア 卒業者数（第34表、統計表-第49表） 

令和６年度間の高等学校（通信制）卒業者数は938人（男459人、女479人）で、前年

度より105人増加しました。 

イ 卒業者の状況（第34表、統計表-第49表） 

卒業者を状況別にみると、「大学等進学者」215人（構成比22.9％）、「専修学校

（専門課程）進学者」320人（同34.1％）、「専修学校（一般課程）等入学者」４人

（同0.4％）、「公共職業能力開発施設等入学者」７人（同0.7％）、「就職者等（左

記(A)～(D)を除く）」203人（同21.6％）、「上記以外の者」189人（同20.1％）とな

りました。 

第34表 状況別卒業者数（高等学校通信制） 

単位：人、％、ポイント 

（注）１ 「大学等進学者」とは、大学・短期大学（通信教育学部(正規の課程)を含む）、放送大学（全科履修生）、 

高等学校（専攻科）及び特別支援学校高等部（専攻科）へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。   

２ 「専修学校（専門課程）進学者」とは、専修学校の専門課程（高等学校卒業程度を入学資格とする課程で 

通常専門学校と称する）へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

３ 「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程及び高等課程又は各種学校（予備校等）に 

入学した者及び入学しかつ就職した者です。 

４ 「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等（看護師学校養成学所、海技大学校及び 

水産大学校など学校教育法以外の法令に基づいて設置された教育訓練機関含む）に入学した者及び入学しかつ 

就職した者です。  

５ 「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として従事する者 

です。  

６ 「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者です。  

７ 「有期雇用労働者」とは雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者です。 

８ 「臨時労働者」とは、雇用契約期間が１か月未満で期間の定めのある者です。また、就職・進学の状況が不 

明の者を含みます。 

９ 「上記（A）～（E）以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の学校に入学した者、無認可の予備 

校、私塾等に進学した者等です。また、就職・進学の状況が不明の者を含みます。 

10 「卒業者に占める就職者の割合」とは、「卒業者総数」のうち「就職者総数」の占める比率です。 

  

区分

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

うち雇用契約

期間が一年以

上、かつフル

タイム勤務相

当の者(c)

709 100.0 102 14.4 244 34.4 4 0.6 12 1.7 113 15.9 2 110 1 1 -

755 100.0 144 19.1 258 34.2 2 0.3 10 1.3 126 16.7 - 109 - - 17

696 100.0 152 21.8 238 34.2 - - 10 1.4 117 16.8 - 109 8 6 -

833 100.0 175 21.0 283 34.0 1 0.1 10 1.2 169 20.3 1 154 14 13 -

938 100.0 215 22.9 320 34.1 4 0.4 7 0.7 203 21.6 6 183 14 9 -

増減数 105 40 1.9 37 0.1 3 0.3 △3 △0.5 34 1.4 5 29 - △4 -

つづき 単位：人、％、ポイント
区分

構成比 構成比
(A)～(D)のう

ち就職してい

る者(d)

全国 全国 全国

234 33.0 - - 113 - 14.4 19.5 34.4 24.7 15.9 16.0

215 28.5 - - 109 - 19.1 23.1 34.2 23.7 14.4 15.0

179 25.7 - - 115 - 21.8 24.1 34.2 22.7 16.5 14.9

195 23.4 - - 168 - 21.0 26.5 34.0 22.3 20.2 14.6

189 20.1 - - 198 - 22.9 28.6 34.1 22.9 21.1 14.1

増減数 △6 △3.3 - - 30 - 1.9 2.2 0.1 0.6 0.9 △0.5

各年度間

各年度間

４年度間

５年度間

６年度間

令和２年度間

３年度間

上記(A)～(E)

以外の者

３年度間

４年度間

５年度間

６年度間

令和２年度間

就職者等(E)(左記(A)～(D)を除く)

自営業

主等

(a)

常用労働者

無期雇

用労働

者(b)

不詳・死亡の者
就職者総数

((a),(b),(c),(d))

大学等

進学率

専修学校

（専門課程）
進学率

卒業者に占める

就職者の割合

臨時

労働者

計
有期雇用労働者

卒業者数
大学等

進学者(A)

専修学校
（専門課程）

進学者(B)

専修学校
（一般課程）

等入学者(C)

公共職業能力
開発施設等

入学者(D)
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（５）中等教育学校卒業者 

ア 前期課程修了者（第35表、統計表-第50表） 

令和７年３月の前期課程修了者数は519人(男203人、女316人)で、前年度より10人減

少しました。 

「高等学校等進学者」は518人(男203人、女315人)で前年度より９人減少し、うち

「中等教育学校（後期課程）進学者」は447人(男177人、女270人)となりました。 

高等学校等進学率は99.8％(男100.0％、女99.7％)で、前年度より0.2ポイント上昇

し、全国平均99.7％を0.1ポイント上回りました。 

第35表 状況別修了者数（中等教育学校【前期課程】） 

単位：人、％、ポイント 

(注)１ 「高等学校等進学者」とは、高等学校（全日制、定時制及び通信制）、中等教育学校後期課程、高等専門学校、 

特別支援学校高等部へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

２ 「専修学校（高等課程）進学者」とは、専修学校の高等課程（中学校卒業程度を入学資格とする課程）へ進学し 

た者及び進学しかつ就職した者です。 

３ 「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程又は各種学校（予備校等）に入学した者及び入学 

しかつ就職した者です。 

４ 「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等（海上技術学校や准看護師学校養成所など学 

校教育法以外の法令に基づいて設置された教育訓練機関含む）に入学した者及び入学しかつ就職した者です。 

５ 「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として従事する者で 

す。 

６ 「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者です。 

７ 「有期雇用労働者」とは、契約期間が１か月以上で期間の定めのある者です。 

８ 「臨時労働者」とは、雇用契約期間が１か月未満で期間の定めのある者です。 

９ 「上記（A）～（E）以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の学校に入学した者、無認可の予備校、 

私塾等に進学した者等です。また、就職・進学の状況が不明の者を含みます。 

10 「修了者に占める就職者の割合」とは、「修了者総数」のうち「就職者総数」の占める比率です 

  

区分

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

うち雇用契約期間

が一年以上、かつ

フルタイム勤務相

当の者(c)

553 100.0 553 100.0 - - - - - - - - - - - - -

583 100.0 583 100.0 - - - - - - - - - - - - -

540 100.0 539 99.8 - - - - - - 1.0 0.2 - 1 - - -

529 100.0 527 99.6 - - - - - - - - - - - - -

519 100.0 518 99.8 1 0.2 - - - - - - - - - - -

増減数 △10 △9 0.2 1 0.2 - - - - - - - - - - -

つづき 単位：人、％、ポイント

区分

構成比 構成比
(A)～(D)のう

ち就職してい

る者(d)

全国 全国 全国

-    - -    - - - 100.0 99.9 - - - -

-    - -    - - - 100.0 99.9 - - - 0.0

- - -    - 1 - 99.8 99.7 - - 0.2 0.0

2    0.4 -    - - - 99.6 99.7 - 0.0 - -

-    - -    - - - 99.8 99.7 0.2 0.1 - 0.0

増減数 △2 △0.4 - - - - 0.2 0.0 0.2 0.0 - 0.0

各年３月

各年３月

常用労働者修了者数
高等学校等

進学者(A)

専修学校
(高等課程)

進学者(B)

専修学校
(一般課程)

等入学者(C)

公共職業能力
開発施設等

入学者(D) 計

４年

５年

６年

７年

上記(A)～（E）
以外の者

４年

５年

６年

７年

就職者等(E)(左記(A)～(D)を除く)

自営業
主等

(a)

無期雇

用労働
者(b)

有期雇用労働者
臨時

労働者

不詳・死亡の者
就職者総数

((a),(b),(c),(d))

高等学校等
進学率

専修学校
（高等課程）

進学率

修了者に占める

就職者の割合

令和３年

令和３年
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イ 後期課程卒業者（第 36 表、統計表-第 51 表） 

令和７年３月の後期課程卒業者数は480人（男213人、女267人）で、前年度よ

り17人増加しました。 

卒業者を状況別にみると、「大学等進学者」405人（構成比84.4％）、「専修学校

（専門課程）進学者」40人（同8.3％）、「専修学校（一般課程）等入学者」12人

（同2.5％）、「公共職業能力開発施設等入学者」２人（同0.4％）、「就職者等（左

記(A)～(D)を除く）」７人（同1.5％）、「上記以外の者」14人（同2.9％）となりま

した。 

大学等進学者は405人（男172人、女233人）で、前年度より３人増加しました。 

大学等進学率は84.4％（男80.8％、女87.3％）で、前年度より2.5ポイント低下

し、全国平均82.2％を2.2ポイント上回りました。 

第36表 状況別卒業者数（中等教育学校【後期課程】） 
単位：人、％、ポイント 

（注）１ 「大学等進学者」とは、大学・短期大学（通信教育部(正規の課程)を含む）、放送大学（全科履修生）、高等学校（専 

攻科）及び特別支援学校高等部（専攻科）へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

２ 「専修学校（専門課程）進学者」とは、専修学校の専門課程(高等学校卒業程度を入学資格とする課程で通常、専門学 

校と称する。)へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

３ 「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程及び高等課程又は各種学校（予備校等）に入学した者及 

び入学しかつ就職した者です。 

４ 「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等（看護師学校養成所、海技大学校及び水産大学校な 

ど学校教育法以外の法令に基づいて設置された教育訓練機関含む）に入学した者及び入学しかつ就職した者です。 

５ 「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として従事する者です。 

６ 「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者です。 

７ 「有期雇用労働者」とは雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者です。 

８ 「臨時労働者」とは、雇用契約期間が１か月未満で期間の定めのある者です。 

９ 「上記（A）～（E）以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の学校に入学した者、無認可の予備校、私塾等に 

進学した者等者です。また、就職・進学の状況が不明の者を含みます。 

10 「卒業者に占める就職者の割合」とは、「卒業者総数」のうち「就職者総数」の占める比率です。 

  

区分

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

うち雇用契約期

間が一年以上、

かつフルタイム

勤務相当の者

(c)

501 100.0 419 83.6 39   7.8 18   3.6 -   - 9    1.8 - 9 - - -

459 100.0 392 85.4 27   5.9 21   4.6 -   - 5    1.1 - 5 - - -

464 100.0 377 81.3 49   10.6 10   2.2 3   0.6 7    1.5 - 7 - - -

463 100.0 402 86.8 31   6.7 10   2.2 1   0.2 7    1.5 - 6 1 1 -

480 100.0 405 84.4 40 8.3 12 2.5 2 0.4 7 1.5 - 5 2 2 -

増減数 17 3 △2.5 9 1.6 2 0.3 1 0.2 - △0.1 - △1 1 1 -

つづき 単位：人、％、ポイント

区分

構成比 構成比

(A)～(D)の

うち就職し

ている者

(d)

全国 全国 全国

16   3.2 -   - 9 - 83.6 82.0 7.8 5.5 1.8 0.9

14   3.1 -   - 5 - 85.4 82.4 5.9 3.5 1.1 0.7

18 3.9 -   - 7 - 81.3 81.6 10.6 4.2 1.5 0.9

12   2.6 -   - 7 - 86.8 83.2 6.7 3.4 1.5 0.9

14 2.9 -   - 7 - 84.4 82.2 8.3 3.1 1.5 0.8

増減数 2 0.3 - - - - △2.5 △1.0 1.6 △0.3 △0.1 △0.1

専修学校

(一般課程)

等入学者(C）

令和３年

７年

７年

各年
３月

令和３年

４年

５年

６年

４年

５年

６年

各年
３月

卒業者数

公共職業能力

開発施設等

入学者(D) 計
有期雇用労働者

上記(A)～(E)

以外の者
不詳・死亡の者

就職者総数

((a),(b),(c),(d))

大学等

進学率

専修学校

（専門課程）

進学率

卒業者に占める

就職者の割合

就職者等(E)(左記(A)～(D)を除く)

自営業

主等

(a)

常用労働者

臨時

労働者
無期雇

用労働

者(b)

大学等

進学者(A)

専修学校

(専門課程)

進学者(B)
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（６）特別支援学校卒業者 

ア 中学部卒業者（第37表、統計表-第52表） 

令和７年３月の中学部卒業者数は196人（男140人、女56人）で、前年度より３人減

少しました。 

「高等学校等進学者」は193人（男137人、女56人）で前年度より４人減少し、うち

「特別支援学校高等部（本科）進学者」は181人（男130人、女51人）となりました。 

高等学校等進学率は98.5％（男97.9％、女100.0％）で前年度より0.5ポイント低下

し、全国平均98.3％を0.2ポイント上回りました。 

第37表 状況別卒業者数（特別支援学校【中学部】） 

単位：人、％、ポイント 

（注） １ 「高等学校等進学者」とは、高等学校（全日制、定時制及び通信制）、中等教育学校後期課程、高等専門学 

校、特別支援 学校高等部へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

２  「専修学校（高等課程）進学者」とは、専修学校の高等課程（中学校卒業程度を入学資格とする課程）へ 

進学した者及び 進学しかつ就職した者です。 

３ 「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程又は各種学校（予備校等）に入学した者及び 

入学しかつ就職した者です。 

４ 「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等（海上技術学校や准看護師学校養成所な 

ど学校教育法以外の法令に基づいて設置された教育訓練機関含む）に入学した者及び入学しかつ就職した者で 

す。 

５ 「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として従事する者 

です。 

６ 「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者です。 

７ 「有期雇用労働者」とは、雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者です。 

８ 「臨時労働者」とは、雇用契約期間が１か月未満で期間の定めのある者です。 

９ 「上記（A）～（E）以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の学校に入学した者、無認可の予備 

校、私塾等に進学した者等です。また、就職・進学の状況が不明の者を含みます。 

10 「卒業者に占める就職者の割合」とは、「卒業者総数」のうち「就職者総数」の占める比率です。 

  

区分

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

うち雇用契約期間

が一年以上、かつ

フルタイム勤務相

当の者(c)

204 100.0 203 99.5 -    - -    - -    - -    - - - - - -

197 100.0 195 99.0 -    - -    - -    - -    - - - - - -

176 100.0 176 100.0 -    - -    - -    - -    - - - - - -

199 100.0 197 99.0 -    - -    - -    - -    - -    -    -    -         -    

196 100.0 193 98.5 -    - -    - - - -    - -    -    -    -         -    

増減数 △3 △4 △0.5 - - - - - - - - - - - - -

つづき 単位：人、％、ポイント

区分

構成比 構成比
(A)～(D)の

うち就職し

ている者(d)

全国 全国 全国

1    0.5 -    - - - 99.5 98.3 - 0.1 - 0.1

2    1.0 -    - - - 99.0 98.6 - 0.1 - -

- - -    - - - 100.0 98.4 - 0.1 - 0.0

2    1.0 -    - - - 99.0 98.4 - 0.1 - 0.0

3 1.5 -    - - - 98.5 98.3 - 0.2 - 0.0

増減数 1 0.5 - - - - △0.5 △0.1 - 0.1 - △0.0

各年３月

計

専修学校
(高等課程)
進学者(B)

高等学校等
進学者(A)

卒業者数
専修学校
(一般課程)
等入学者(C)

上記(A)～(E)
以外の者

公共職業能力
開発施設等
入学者(D)

令和３年

４年

５年

６年

７年

各年３月

４年

５年

６年

７年

就職者等(E)(左記(A)～(D)を除く)

自営業
主等

(a)

無期雇
用労働

者(b)

常用労働者

有期雇用労働者
臨時
労働者

不詳・死亡の者
就職者総数

((a),(b),(c),(d))

高等学校等
進学率

専修学校

（高等課程）
進学率

卒業者に占める

就職者の割合

令和３年
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イ 高等部卒業者（第38表、統計表-第53表） 

令和７年３月の高等部卒業者数は438人（男288人、女150人）で、前年度より14人増

加しました。 

卒業者を状況別にみると、「大学等進学者」４人（構成比0.9％）、「専修学校(専門

課程)進学者」１人（同0 . 2％）、「専修学校（一般課程）等入学者」３人

（同0.7％）、公共職業能力開発施設等入学者」０人、「就職者等（左記(A)～(D)を除

く）」129人（同29.5％）、「上記以外の者」301人（同68.7％）となりました。 

また、「上記以外の者」のうち「社会福祉施設等入所者・通所者」は271人となりまし

た。 

大学等進学者は４人（男３人、女１人）で、前年より２人減少しました。 

大学等進学率は0.9％（男1.0％、女0.7％）で、前年度より0.5ポイント低下し、全国

平均1.6％を0.7ポイント下回りました。 

第38表 状況別卒業者数（特別支援学校【高等部】） 

位：人、％、ポイント 

(注)１ 「大学等進学者」とは、大学・短期大学（通信教育部(正規の課程)を含む）、放送大学（全科履 

修生）、高等学校（専攻科）及び特別支援学校高等部（専攻科）へ進学した者です。 

２ 「専修学校（専門課程）進学者」とは、専修学校の専門課程（高等学校卒業程度を入学資格とす 

る課程で通常、専門学校と称する。）へ進学した者及び進学しかつ就職した者です。 

３ 「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程及び高等課程又は各種学校（予備 

校等）に入学した者及び入学しかつ就職した者です。 

４ 「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等（看護師学校養成所、海技大 

学校及び水産大学校など学校教育法以外の法令に基づいて設置された教育訓練機関含む）に入学し 

た者及び入学しかつ就職した者です。 

５ 「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として 

従事する者です。 

６ 「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者です。 

７ 「有期雇用労働者」とは、雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者です。 

８ 「臨時労働者」とは、雇用契約期間が１か月未満で期間の定めのある者です。 

９ 「上記（A）～（E）以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の学校に入学した者、無認 

可の予備校、私塾等に進学した者等者です。また、就職・進学の状況が不明の者を含みます。 

10 「卒業者に占める就職者の割合」とは、「卒業者総数」のうち「就職者総数」の占める比率で

す。 

区分

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

うち雇用契約期間

が一年以上、かつ

フルタイム勤務相

当の者(c)

412 100.0 2 0.5 3    0.7 1     0.2 2    0.5 114    27.7 - 38 76 7 -

412 100.0 2 0.5 3    0.7 3     0.7 2    0.5 115    27.9 - 35 79 5 1

390 100.0 3 0.8 2    0.5 -     - 1    0.3 101    25.9 - 34 65 11 2

424 100.0 6 1.4 4    0.9 -     - 2    0.5 119    28.1 - 48 70 6 1

438 100.0 4 0.9 1    0.2 3 0.7 - - 129 29.5 - 56 73 6 -

増減数 14 △2 △0.5 △3 △0.7 3 0.7 △2 △0.5 10 1.4 - 8 3 - △1

つづき 単位：人、％、ポイント

区分

構成比 構成比
(A)～(D)のう

ち就職してい

る者(d)

全国 全国 全国

290   70.4 - - 45 - 0.5 1.9 0.7 0.3 10.9 21.0

287   69.7 - - 40 - 0.5 1.9 0.7 0.3 9.7 20.5

283 72.6 - - 45 - 0.8 1.7 0.5 0.4 11.5 19.6

293   69.1 - - 54 - 1.4 1.8 0.9 0.3 12.7 19.4

301 68.7 - - 62 - 0.9 1.6 0.2 0.3 14.2 18.9

増減数 8 △0.4 - - 8 - △0.5 △0.2 △0.7 0.0 1.4 △0.5

各年３月

各年３月

４年

５年

６年

７年

不詳・死亡の者
就職者総数

((a),(b),(c),(d))

大学等
進学率

専修学校

（専門課程）
進学率

卒業者に占める
就職者の割合

令和３年

上記(A)～(E)
以外の者

令和３年

４年

５年

６年

７年

卒業者数
大学等

進学者(A)

専修学校

(専門課程)
進学者(B)

専修学校

(一般課程)
等入学者(C)

公共職業能力

開発施設等
入学者(D)

自営業

主等
(a)

就職者等(E)(左記(A)～(D)を除く)

無期雇

用労働

者(b)

有期雇用労働者

常用労働者

臨時

労働者

計


